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 防災訓練の実施の結果について、原子力災害対策特別措置法第１３条の２第１項の規定

に基づき報告します。 

原 子 力 事 業 所 の 名 称 及 び 場 所 
志賀原子力発電所 

石川県羽咋郡志賀町赤住１番地 

防 災 訓 練 実 施 年 月 日 
2021 年 

１月 22 日 

2021 年 

１月 21 日 

2020 年 

10 月 28 日 

防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

原子炉の冷却機能が全て喪失し、原子

力災害対策特別措置法第 15 条事象に

至る事象を想定 

使用済燃料貯蔵プ

ール水漏えい、全

交流動力電源喪失

により使用済燃料

貯蔵プールの冷却

機能が喪失し、原

子力災害対策特別

措置法第 15 条事

象に至る事象を想

定 

防 災 訓 練 の 項 目 総合訓練 要素訓練 要素訓練 

防 災 訓 練 の 内 容 

(1) 緊 急 時 演 習

（総合訓練） 

(2)アクシデント

マネジメント

訓練 

(3)通報訓練 

(4)原子力災害 

医療訓練 

(5)緊急時環境 

放射線モニタ

リング訓練 

(6)避難誘導訓練 

(7)その他必要と

認める訓練 

(1)その他必要と

認める訓練 

(1)その他必要と

認める訓練 

防 災 訓 練 の 結 果 の 概 要 
別紙１の 

とおり 

別紙２の 

とおり 

別紙３の 

とおり 

今後の原子力災害対策に向けた改善点 
別紙１の 

とおり 

別紙２の 

とおり 

別紙３の 

とおり 

備考 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とする。 



1 

 

別紙１ 

防災訓練の結果の概要［総合訓練］ 

 

本訓練は，「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」第２章 第７節に基づ

き実施したものである。 

 

１．防災訓練の目的 

【志賀原子力発電所】 

防災訓練中期計画・昨年度訓練の改善対応・新型コロナウイルス感染症対策を踏ま

え，複数号機同時発災下での原子力防災組織における緊急時対応活動の習熟・対応能

力向上を図ることを目的とし，以下に主眼を置いて実施する。 

(1) 各機能班において精査した「緊急時対応に必要な最低人数」での対応を行い，各

班が緊急時対応マニュアルで定める必須事項を漏れなく実施できることを検証 

(2) １，２号機同時発災下においても作成した通報文が必要情報の把握，速達性の観

点で適切な記載となっていることを検証 

   また，原災法第25条報告を必要なタイミングで遅滞なく作成・報告できることを

検証 

(3) 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，本部運営及び社内外

の情報共有が支障なく実施できることを検証 

【原子力本部・本店】 

防災訓練中期計画・昨年度訓練の改善対応・新型コロナウイルス感染症対策を踏ま

え，災害対策組織における緊急時対応活動の習熟・対応能力向上を図ることを目的と

し，以下に主眼を置いて実施する。 

(1) 少人数体制（１割削減）で定められた活動（あるべき姿）を漏れなく実施できる

ことを検証 

(2) 立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で各機能班が総本部

長（社長）へブリーフィングで情報連絡をできることを検証 

(3) ＥＲＣへの説明時において，事前に見込まれる戦略について，適宜，各施策をバ

ランスよく説明できること，及びＳＰＤＳ画面（訓練時はシミュレータ画面）で

主要パラメータが急変した場合は考えられる原因を速やかに説明するとともに，

正確な原因を入手・整理した後，再度説明できることを検証 

(4) 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，原子力本部総本部運

営及び社内外の情報共有が支障なく実施できることを検証 
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２．防災訓練実施年月日及び対象施設 

(1) 実施年月日 

2021年１月22日（金）13:10 ～ 16:52 

(2) 対象施設 

志賀原子力発電所 １，２号機 

  

３．実施体制，評価体制及び参加人数 

(1) 実施体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 評価体制 

訓練参加者以外から評価者を選任して評価を実施するとともに，訓練終了後の

反省会及び訓練を視察した他の原子力事業者の意見より，改善点を抽出した。 

(3) 参加人数 

   ＜プレーヤ＞ 

    227名  〈内訳〉志賀原子力発電所  130名 

原子力本部・本店  97名 

   ＜コントローラ・評価者＞ 

    44名  〈内訳〉志賀原子力発電所  21名 

原子力本部・本店  19名 

            社外評価者    ４名 

 

 

 

通報連絡 
及び 
支援要請 

中央制御室 

⇒２号運転シ

ミュレータ

と連動 

情報連携,FAX 送信 
 

他の原子力事業者 

石川支店 

情報連携,FAX 送信 

 本店 

FAX 送信 

情報連絡 

通報連絡 

及び 

協力要請 

東京支社 

原子力本部 

（即応センター） 

連携 

原子力事業所 

災害対策支援拠点 

原子力規制庁 

緊急時対応センター 

（ＥＲＣ） 

FAX 送信 

情報連携,FAX 送信 

輸送（想定） 

輸送（想定） 

情報連携 

情報連携 

原子力緊急 

事態支援組織 

志賀原子力 

発電所 

ＯＦＣ 
情報連携,ＦＡＸ送信，要員派遣 
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４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

地震を起因とした非常用ディーゼル発電機及び残留熱除去系の故障により格納容

器除熱機能の喪失，その後の主蒸気逃がし安全弁動作不能により原子炉減圧に失敗

し原子炉への注水不能となり，原災法第15条事象に至る原子力災害を想定した。詳

細は以下のとおり。 

(1) 訓練の想定 

ａ．平日の早朝（定時外）に事象発生 

ｂ．複数号機同時発災 

１号機は，コントローラからプラント情報の状況付与を実施 

２号機は，原子力技術研修センターの訓練シミュレータと連動 

ｃ．地震が複数回発生（内，１回は津波発生） 

   （最大の地震・津波規模） 

    (a) 震源：石川県能登地方 

    (b) 規模：マグニチュード６．６ 

    (c) 震度：最大６強（志賀町） 

(d) 津波規模：押し波３．６ｍ，引き波５.０ｍ 

(2) プラント運転状況 

    １号機：定期検査停止中（全燃料取り出し中） 

２号機：定格電気出力運転中 

(3) 事象進展シナリオ 

時刻 
(実績) 

シナリオ 
１号機 ２号機 

13:10 地震発生（志賀町震度６弱） 
 ・原子炉自動スクラム 

・制御棒一部挿入失敗 
13:12  ・ほう酸水注入系注入開始 
13:21  ・制御棒全挿入成功 
13:22  ・ほう酸水注入系手動停止 
13:50 地震発生（志賀町震度６強） 

・外部電源喪失 
・非常用ディーゼル発電機（Ａ），

（Ｂ）起動失敗 
・非常用ディーゼル発電機（Ｈ） 

起動 

・外部電源喪失 
・非常用ディーゼル発電機（Ａ），

（Ｂ）起動失敗 
・非常用ディーゼル発電機（Ｃ） 

起動 
・常設代替交流電源設備起動 

・使用済燃料貯蔵プール水位低下 
（スロッシング） 

・燃料プール冷却浄化系ポンプ 
トリップ 

・使用済燃料貯蔵プール水漏えい
（燃料プール冷却浄化系配管破
断） 

 

・使用済燃料貯蔵プール水位低下 
（スロッシング） 
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時刻 
(実績) 

シナリオ 
１号機 ２号機 

13:50 ・傷病者発生  
 ・アクセスルート崩落 

14:16  ・高圧炉心注水系（Ｃ）起動失敗 
14:30  ・残留熱除去系（Ｃ）トリップ 

（残留熱除去機能の喪失 
【原災法第 10 条※１】） 

14:36  ・常設代替低圧注水系起動 
14:43  ・主蒸気逃がし安全弁動作不能（原

子炉圧力減圧不可） 
15:30 地震発生（志賀町震度５強），大津波警報発表 

・非常用ディーゼル発電機（Ｈ） 
トリップ 

・原子炉隔離時冷却系トリップ 
・代替高圧注水系起動失敗 
（原子炉注水機能の喪失 

【原災法第 15 条※１】） 
15:44 ・使用済燃料貯蔵プール水位低下継

続 
 （使用済燃料貯蔵槽の冷却機能喪

失（旧基準炉）） 
【原災法第 10 条※１】 

 

15:51  ・主蒸気逃がし安全弁４弁開 
15:54  ・常設代替低圧注水系による原子炉

への注水を開始 
16:04 ・燃料プール冷却浄化系配管のサイ

フォンブレーク成功 
 

16:05 津波襲来（被害なし） 
16:10 ・可搬型代替低圧注水系による使用

済燃料貯蔵プールへの注水開始 
 

16:52 訓練終了 

   ※１：最初に発生した原災法第10条，第15条事象のみを記載 

 

５．防災訓練の項目 

総合訓練 

 

６．防災訓練の内容 

地震を起因とした非常用ディーゼル発電機及び残留熱除去系の故障により格納容

器除熱機能の喪失，その後の主蒸気逃がし安全弁動作不能により原子炉減圧に失敗

し原子炉への注水不能となり，原災法第15条事象に至る原子力災害を想定し，防災

体制を発令するとともに，原子力防災要員及び災害対策要員による原子力災害対策

活動を行った。 

訓練の進行は，コントローラからの状況付与に加え，プレーヤが原子力技術研修

センターの訓練シミュレータから伝送される訓練用模擬データ（模擬ＳＰＤＳ）か

ら事象を判断し行った。 
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また，原子力本部総本部（原子力施設事態即応センター（以下「即応センター」

という。））と発電所等の各拠点間で，情報共有システム（プラント状況等の時系

列を入力するシステム）を使用し，情報の連携を行った。 

以下の項目を「シナリオ非提示」にて実施。 

  【志賀原子力発電所】 

    (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    (2) アクシデントマネジメント訓練 

(3) 通報訓練 

    (4) 原子力災害医療訓練 

    (5) 緊急時環境放射線モニタリング訓練 

    (6) 避難誘導訓練 

    (7) 遠隔操作ロボットの操作訓練※２ 

    (8) オフサイトセンター要員派遣訓練※２ 

   【原子力本部・本店】 

    (1) 緊急時演習（総合訓練） 

    (2) 原子力事業所災害対策支援拠点訓練※２ 

    (3) 原子力緊急事態支援組織訓練※２ 

    (4) 記者会見対応訓練※２ 

    (5) 原子力事業者支援連携訓練※２ 

    (6) オフサイトセンター連携訓練※２ 

※２：その他必要と認める訓練 

 

７．防災訓練の結果及び評価 

各訓練項目における評価 

「６．防災訓練の内容」に定める項目に関しての評価は以下のとおり。 

【志賀原子力発電所】 

(1) 緊急時演習（総合訓練） 

・ 発電所宿直者は，当番体制による初動対応（プラント状況把握，関係個所へ

の通報・連絡等）及び要員参集後のブリーフィングによる引継ぎを実施。 

・ 原子力防災組織要員（発電所本部長を含む発電所本部要員及び各機能班員）

は，緊急時対策所にて，ＥＡＬ判断，防災体制発令，発電所本部の設置，プ

ラント状況の把握，現場への作業指示等の活動を実施。また，発電所情報班

は，ＥＡＬ判断に係るＣＯＰの作成を実施。 

・ 原子力防災組織要員は，情報共有ツール（ＴＶ会議システム，ＣＯＰ，情報

共有システム）を活用し，全社大での情報共有を実施。 
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[評価] 

・ 発電所宿直者は，初動対応及び要員参集後のブリーフィングによる引継ぎを

実施し，その後の本部体制にて支障なく対応することができており，当番体

制から本部体制への移行に係る対応が定着しているものと評価する。 

・ 原子力防災組織要員は，志賀原子力発電所原子力事業者防災業務計画，緊急

時対応に係る手順等に基づき，ＥＡＬ判断，防災体制を発令することができ，

また，発電所情報班は，遅滞なくＥＡＬ判断に係るＣＯＰを作成することが

できており，事象判断・体制発令に係る対応が定着しているものと評価する。 

・ 原子力防災組織要員は，情報共有ツールを活用し，プラント状況，対応戦略

を全社大で情報共有することができており，発電所からの情報発信に係る対

応が定着しているものと評価する。一方，一部発電所本部の発話に関して情

報が不足する場面があったことから，改善点を抽出した。 

＜「９．今後の原子力災害対策に向けた改善点」(1)ｂ．参照＞ 

(2) アクシデントマネジメント訓練 

・ 発電所技術班は，訓練シミュレータから伝送されるプラントパラメータ及び

訓練事務局から付与される情報に基づき，プラント挙動（原子炉・使用済燃

料貯蔵プールの水位低下や格納容器の圧力上昇等）を分析し，事象進展予測

を実施。 

・ 発電所技術班は，プラント状況や対応戦略に係るＣＯＰを作成し，本部内ブ

リーフィングにて情報共有を実施。 

・ 発電所緊急時即応班は，可搬型設備の準備状況に係るＣＯＰを作成し，本部

内ブリーフィングにて情報共有を実施。 

・ 発電所本部長は，共有された情報をもとに対応方針の決定，実行の指示を実

施。 

[評価] 

・ 発電所技術班は，緊急時対応に係る手順に基づき，復旧班，プラント班及び

緊急時即応班と連携してプラント情報を把握し，プラント挙動の推定及び必

要注水量の算定などを行い，ＣＯＰにより本部内に情報提示することができ

ており，事象進展予測に係る対応が定着しているものと評価する。 

・ 発電所技術班及び緊急時即応班は，遅滞なくＣＯＰを作成し，本部内ブリー

フィングにてその情報共有を行うことができ，また，発電所本部長は，対応

方針の決定，実行の指示ができており，対応能力及び判断能力を有している

ものと評価する。 
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 (3) 通報訓練 

・ 発電所情報班は，発電所本部長のＥＡＬ該当判断後に通報文の作成，関係箇

所へのＦＡＸ送信及び電話による着信確認を実施。また，発生した事象に対

する応急措置の実施内容について，原災法第25条報告により関係箇所への連

絡を実施。 

 

＜原災法第10条及び第15条事象に係る通報連絡の実績＞ 

判断時刻 通報内容※３ 送信時刻 所要時間 

14:31 
原災法第 10 条 

（SE23 残留熱除去機能の喪失）［2 号］ 
14:39※４ ８分 

15:32 

原災法第 15 条 

（GE22 原子炉注水機能の喪失 

他 SE22 が同時発生）［2号］ 

15:44 12 分 

※３：最初に判断した原災法第10条，第15条に該当する事象の通報実績を記

載。目標時間（15分）内を目途に通報連絡を実施 

※４：原子力規制庁（ＥＲＣ）への通報連絡に代替ＦＡＸ（統合原子力防災

ネットワークＩＰ－ＦＡＸ）を用いてＦＡＸ送信を実施 

   [評価] 

・ 発電所情報班は，通報連絡に係る手順に基づき，全ての警戒事態及び特定事

象に該当する事象を，発電所本部長のＥＡＬ該当判断後，15分以内に通報連

絡できていること，発生した事象に対する応急措置の実施内容を原災法第25

条報告にて連絡できていることから，通報連絡に係る対応が定着しているも

のと評価する。 

(4) 原子力災害医療訓練 

・ 発電所総務班及び放射線管理班は，管理区域内で発生した傷病者に対し，安

全な場所までの搬送，汚染検査，応急処置，管理区域からの搬出準備までの

一連の対応を実施。 

   [評価] 

・ 発電所総務班及び放射線管理班は，管理区域内で発生した傷病者に対して，

身体汚染を伴う傷病者対応に係る手順に基づく一連の対応ができており，応

急処置等の対応が定着しているものと評価する。また，処置室の照明が喪失

した状況においても速やかに可搬のライトで対応継続する判断を行っており，

不測の事態への判断能力を有しているものと評価する。 

(5) 緊急時環境放射線モニタリング訓練 

・ 発電所放射線管理班は，モニタリングカーを用いた空間放射線測定，測定

データの本部伝送，本部での測定データの収集・記録等の対応を実施。 
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   [評価] 

・ 発電所放射線管理班は，所内緊急時モニタリングに係る手順に基づき，モニ

タリングカーを用いた放射線測定ができており，緊急時モニタリングに係る

対応が定着しているものと評価する。 

(6) 避難誘導訓練 

・ 発電所総務班は，大津波警報の発表を受け，事務本館にいた発電所員に対し

て，高台にある避難集合場所までの避難誘導を実施。 

   [評価] 

・ 発電所総務班は，避難誘導に係る手順に基づき，避難者を安全な経路で避難

集合場所へ誘導できており，避難誘導に係る対応が定着しているものと評価

する。 

(7) 遠隔操作ロボットの操作訓練 

・ 発電所緊急時即応班は，原子炉建屋にて遠隔操作ロボットを操作して現場偵

察作業を実施。 

  [評価] 

・ 発電所緊急時即応班は，小型ロボット（現場偵察用）の操作（美浜原子力緊

急事態支援センター職員との連携含む）ができており，遠隔操作ロボットに

よる現場偵察に係る対応が定着しているものと評価する。 

(8) オフサイトセンター要員派遣訓練 

・ 発電所情報班から派遣されたオフサイトセンター派遣者は，派遣先であるプ

ラントチームにおいて活動を実施。 

  [評価] 

・ オフサイトセンター派遣者は，統合原子力防災ネットワークＴＶ会議，通報

文及び事業者ブースからの情報により発電所の情報を収集し，プラント概要

資料作成及びプラントチーム長（模擬者）の質疑対応ができており，オフサ

イトセンタープラントチームにおける対応が定着しているものと評価する。 

 

 【原子力本部・本店】 

(1) 緊急時演習（総合訓練） 

・ 地震の発生を受け，原子力本部及び本店に本部を設置し，発電所情報の収

集・整理・共有，通信機器操作，ＥＲＣ等の外部への情報提供・質問対応，

ＥＲＣ及びＯＦＣへの要員派遣を行い，発電所，原子力本部及び本店が連携

した活動を実施。 

   [評価] 

・ 地震の発生を受け段階参集した本部要員によって，発電所情報の収集・整

理・共有，通信機器操作，ＥＲＣ等の外部への情報提供・質問対応等の本部

運営活動が機能班対応手順に基づき実施しており，習熟を図ることができた
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ものと評価する。一方，一部１，２号機の類似事象（例えば使用済燃料貯蔵

プールのスロッシング発生状況など）を説明する際に１号機の情報なのか，

２号機の情報なのか分かりづらい説明となった場面があったことから，改善

点を抽出した。 

＜「９．今後の原子力災害対策に向けた改善点」(1)ａ．参照＞ 

(2) 原子力事業所災害対策支援拠点訓練 

・ 即応センター原子力班のうち，原子力事業所災害対策支援拠点派遣要員は，

原子力事業所災害対策支援拠点を立ち上げ，設営した通信機器を用いて即応

センターと通信確認を実施。 

   [評価] 

・ 即応センター原子力班のうち，原子力事業所災害対策支援拠点派遣要員は，

原子力事業所災害対策支援拠点の設置等に係る手順に基づき，原子力事業所

災害対策支援拠点と即応センターとの連携について可搬型ＴＶ会議端末，社

内パソコン及び電話を用いて実施できており，活動は定着しているものと評

価する。 

(3) 原子力緊急事態支援組織訓練 

・ 即応センター原子力班は，美浜原子力緊急事態支援センターに「原子力緊急

事態支援組織の共同運用に関する協定」に基づく支援要請，ロボットの到着

時間の確認を実施。 

   [評価] 

・ 即応センター原子力班は，美浜原子力緊急事態支援センターへの支援要請及

びロボットの到着時間の確認について機能班対応手順に基づき実施できてお

り，活動は定着しているものと評価する。 

(4) 記者会見対応訓練 

・ 即応センター原子力班及び本店広報班は，原災法第10条，第15条事象に対し

プレス方針を検討し，社内関係箇所のほかＥＲＣ広報班と情報共有のうえ，

プレス資料の作成を実施。 

また，原災法第10条事象を受けての記者会見に向けた資料の準備及び役員に

よる模擬記者会見（社外プレーヤ参加）を実施。合せて模擬ホームページに

よる情報発信を実施。 

   [評価] 

・ 即応センター原子力班及び本店広報班は，機能班対応手順に基づき，速やか

にプレス資料を作成し当該資料を用いた記者会見及び模擬ホームページによ

る情報発信を実施するとともに，模擬記者からの質問に対して不足無く丁寧

に回答ができており，活動は定着しているものと評価する。 
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(5) 原子力事業者支援連携訓練 

・ 即応センター原子力班は，協力協定事業者への通報連絡を実施。 

また，即応センター原子力班は協力協定事業者への支援要請，他の原子力事

業者からの派遣者の受け入れ及び派遣者と支援内容の調整を実施。 

   [評価] 

・ 即応センター原子力班は，機能班対応手順に基づき，協力協定事業者への通

報連絡が実施できており，活動は定着しているものと評価する。 

・ 機能班対応手順に基づき，当社要員と派遣者の間で所定の様式を用いて，支

援の要請や支援内容の調整ができており，活動は定着しているものと評価す

る。 

(6) オフサイトセンター連携訓練 

・ オフサイトセンター派遣者（事業者ブース）は，情報共有システムや社内Ｔ

Ｖ会議からの情報を定期的にオフサイトセンタープラントチームへ共有。 

・ オフサイトセンター派遣者（事業者ブース）は，オフサイトセンタープラン

トチームからの問合せに対して適宜回答。即答できない問合せについては，

即応センターに確認した上で回答。 

   [評価] 

・ オフサイトセンター派遣者（事業者ブース）は，プラント状況についてオフ

サイトセンタープラントチームと情報共有するとともに，プラントチームか

らの問合せに対して対応できており，活動は定着しているものと評価する。 

 

訓練目的に対する評価 

「１．防災訓練の目的」に定める今回の訓練で主眼をおいた項目に関しての評価

は以下のとおり。 

 【志賀原子力発電所】 

  (1) 各機能班において精査した「緊急時対応に必要な最低人数」での対応を行い，

各班が緊急時対応マニュアルで定める必須事項を漏れなく実施できることを検

証 

［結果］ 

・ 発電所各機能班は，緊急時対応マニュアルに定める必須事項を実施するため

に最低限必要な人数に絞って訓練を実施するとともに，同マニュアルに従っ

て必要な対応を実施。 

［評価］ 

・ 発電所各機能班は，「緊急時対応に必要な最低人数」においても各機能班の

必須事項が漏れなく実施できていたことから，訓練目的は達成できたものと

評価する。 
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(2) １，２号機同時発災下においても作成した通報文が必要情報の把握，速達性の

観点で適切な記載となっていること，及び原災法第25条報告を必要なタイミン

グで遅滞なく作成・報告できることを検証 

  ［結果］ 

・ 発電所情報班は，事象の進展に応じて警戒事態連絡，特定事象（原災法第10

条，第15条）通報，原災法第25条報告文を適宜作成しており，訓練中におい

て合計24報の文書発信を実施。 

 ［評価］ 

・ 発電所情報班は，警戒事態連絡及び特定事象通報について，通報連絡に係る

手順に基づき，必要情報の把握，速達性の観点から「事象の判断根拠となる

情報のみ記載する」ことで，極力１枚の文書で通報連絡できる工夫ができて

いたことから，前回訓練時の改善点に対する取組みが有効であったものと評

価する。 

・ 発電所情報班は，原災法第25条報告について，通報連絡に係る手順に基づき，

「新規情報及び前回報告内容１行程度の簡潔な記載とする」及び「戦略立案，

準備開始，準備完了の情報共有後30分後を目途に作成する」ことで，必要な

タイミングで遅滞なく報告ができていたことから，前回訓練時の改善点に対

する取組みが有効であったものと評価する。 

＜「８．前回訓練時の改善点への取組み」№② 参照＞ 

(3) 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，本部運営及び社内

外の情報共有が支障なく実施できることを検証 

  ［結果］ 

・ 新型コロナウイルス感染防止対策として，発電所本部内において，マスクの

着用，離隔距離の確保，物理遮蔽の設置，緊急時対策所入室前の検温・手指

消毒等を実施。 

また，上記対策により，発電所本部内の発話音声が聞き取りづらい等の支障

がないようスピーカの増設等のインフラ対策についても合わせて実施。 

  ［評価］ 

・ 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，支障なく情報共

有が実施できていたことから，対策内容は有効であったものと評価する。 

 

【原子力本部・本店】 

(1) 少人数体制（１割削減）で定められた活動（あるべき姿）を漏れなく実施でき

ることを検証 

 ［結果］ 

・ 即応センター原子力班は各グループの要員を１割削減した状態でもＥＲＣ対

応を含む本部内での定められた活動（あるべき姿）を実施。 
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 ［評価］ 

・ 即応センター原子力班は少人数体制（１割削減）においても本部内での定め

られた活動（あるべき姿）を漏れなく実施できていたことから，訓練目的は

達成できたものと評価する。 

(2) 立地の離れた原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で各機能班が総本

部長（社長）へブリーフィングで情報連絡できることを検証 

 ［結果］ 

・ 原子力本部（志賀町）と本店（富山市）との間で発電所他と情報共有してい

る従来の回線とは別回線にてＴＶ会議を接続し，ブリーフィングを実施。本

店各機能班は，本店（富山市）の活動状況について原子力本部（志賀町）で

指揮をしている総本部長に報告。 

 ［評価］ 

・ 発電所の活動をディスターブすることなく，本店各機能班の活動状況をＴＶ

会議にて総本部長に報告できていたことから，訓練目的は達成できたものと

評価する。 

(3) ＥＲＣへの説明時において，事前に見込まれる戦略について，適宜，各施策を 

バランスよく説明できること，及びＳＰＤＳ画面（訓練時はシミュレータ画面）

で主要パラメータが急変した場合は考えられる原因を速やかに説明するととも

に，正確な原因を入手・整理した後，再度説明できることを検証 

 ［結果］ 

・ 即応センター原子力班のうち，対外対応グループのＥＲＣ対応ブース要員は，

ＥＲＣプラント班に対してＣＯＰを活用して事前に見込まれる戦略の各施策

をバランスよく説明すると共に，パラメータが急変する操作及び事象を把握

し，パラメータの変動状況を説明。また，発電所からのプラント操作に係る

正確な情報を改めて説明。 

 ［評価］ 

・ ＥＲＣプラント班へプラント操作の予告やパラメータの変動状況を適切なタ

イミングで情報共有しており，前回訓練時の改善点に対する取組みが有効で

あったものと評価する。 

        ＜「８．前回訓練時の改善点への取組み」№① 参照＞ 

(4) 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，原子力本部総本部

運営及び社内外の情報共有が支障なく実施できることを検証 

［結果］ 

・ 新型コロナウイルス感染防止対策として，原子力本部総本部内において，マ

スクの着用，離隔距離の確保，常時換気，緊急時対策室入室前の検温・手指

消毒等を実施。 

・ 離隔距離の確保が困難な場合はビニールシート等による物理遮蔽を実施。 
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・ 緊急時対策室へ入室する要員を少なくするため活動場所を２ヶ所に分けて実

施。 

 ［評価］ 

・ 新型コロナウイルス感染防止対策を行った状態においても，原子力本部総本

部運営及び社内外の情報共有が支障なく実施できていたものと評価する。 

 

今回の訓練では，１号機の使用済燃料貯蔵プールでの漏えいと２号機の原子炉注水

機能喪失が重畳する複数号機同時発災に加え，原子炉格納容器の除熱機能も全て喪失

となる厳しい事象を想定した。この訓練想定において，原子力防災要員及び災害対策

班員が連携し，志賀原子力発電所原子力事業者防災業務計画，関係手順等に基づく活

動が実施できていたことから，原子力防災組織及び災害対策組織における緊急時対応

活動の習熟・対応能力向上が図られたものと評価する。 
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８．前回訓練時の改善点への取組み 

  前回の総合訓練（2020年１月27日）において抽出された改善点に対する今回の総

合訓練（2021年１月22日）での取組み状況は以下のとおり。いずれも有効に機能す

ることを確認した。 

№ 前回の総合訓練において抽出した 

問題点・原因 
今回の総合訓練における取組み状況 

① [問題点] 

戦略に係る一部のプラント操作におい

て，操作の予告や実施状況を適切なタイ

ミングでＥＲＣプラント班に情報共有で

きないときがあった。 

 

[課題] 

ａ．即応センターのＥＲＣ対応ブース

は，戦略に係る一部のプラント操作に

おいてＥＲＣに操作の予告をしていな

かった。 

ｂ．パラメータ変動を認知した時点で，

考えられる原因を速やかに説明しな

かった。 

ｃ．一部のプラント操作に関する情報収

集ができない場面があった。 

 

[原因] 

ａ．今後プラント状況が悪化した場合に

想定される戦略についての説明が少な

かった。また，ＣＯＰ５（戦略）を

使った説明の際，最優先の戦略の説明

に注力し，その他の戦略の説明が疎か

になった。 

ｂ．原因が不明確なパラメータ変動の説

明は，ある程度情報が整理されてか

ら，行えばよいと考えていた。 

[改善] 

ａ．プラント状況が悪化した場合に備

え，事前に見込まれる戦略については

運転手順書を用いるなど積極的に説明

することとした。また，ＣＯＰを用い

て今後の戦略を説明する際は，各施策

（原子炉注水，格納容器除熱，電源及

び使用済燃料貯蔵プール注水等）をバ

ランス良く説明することとし，その旨

マニュアルに明記した。 

ｂ．ＳＰＤＳ画面で主要パラメータ（原

子炉：水位・圧力，格納容器：圧力・

温度）に急激な変化が見られた場合

は，ＥＲＣ対応ブース内で考えられる

原因をＥＲＣに速やかに説明すること

とした。その上で正確な原因は発電所

からの情報をＥＲＣ対応ブース内で整

理した後，説明することとし，その旨

マニュアルに明記した。 

ｃ．ＥＲＣ対応ブースについて，社内Ｔ

Ｖ会議システムや情報共有システムか

らの情報受信能力を強化（ＳＰＤＳで

パラメータ変化を迅速に把握し，パラ

メータ変化の原因となる操作の情報を

漏れなく確認）するよう，Ｇｒ員の任

務及びＥＲＣ対応ブース内のインフラ

を見直した（ホットライン用のパソコ

ンを配備）。なお，ＴＶ会議発話から

の聞き取りやホットラインによる情報

収集は口頭のみであるため，情報輻輳

時の一定のエラーはあるものと考え，

その他の情報収集チャンネルを含めた

複合的な情報受信能力を強化する方針

とした。 
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№ 前回の総合訓練において抽出した 

問題点・原因 
今回の総合訓練における取組み状況 

 ｃ．即応センターのＥＲＣ対応ブース

は，主に「(a) 社内ＴＶ会議」，

「(b) 情報共有システム」及び「(c) 

ホットライン」の３つの多様なチャン

ネルで情報収集を行っていたが，以下

の３つの状況が重なったことで，一部

のプラント操作についてタイムリーに

情報収集ができず，ＥＲＣプラント班

への報告が遅れた。 

(a) 社内ＴＶ会議 

社内ＴＶ会議の発電所発話におい

て，ＣＯＰに記載はされているもの

の，発話のないプラント操作があっ

た。 

(b) 情報共有システム  

即応センター内のＥＲＣ対応ブース

は，重要なパラメータ変化について

は情報共有システムからログの収

集・記録をしていたが，重要なパラ

メータ変動を起こすプラント操作の

ログを見落とすことがあった。 

(c) ホットライン 

即応センター内のＥＲＣ対応ブース

は，発電所側のホットラインの要員

から実施済みの操作が未実施である

との情報を得たことで，不正確な情

報を正しい（実際には実施済みの操

作を未実施）と誤認することがあっ

た。 

[結果] 

ａ．津波に伴う引き波を考慮し，非常用

ディーゼル発電機停止の可能性がある

旨，運転手順書を用いて説明してい

た。また，ＣＯＰによる戦略説明時

は，各施策をバランス良く説明してい

た。 

ｂ．急速なパラメータ変動が見られる急

速減圧や津波到達時において，ＳＰＤ

Ｓ画面にてリアルタイムでＥＲＣプラ

ント班へ変動状況を説明していた。ま

た，発電所からのプラント操作に係る

正確な情報を改めて説明していた。 

ｃ．Ｇｒ員の任務・インフラを見直し，

社内ＴＶ会議システム，情報共有シス

テム，ホットラインから複合的に情報

を入手していた。 

 

[評価] 

ＥＲＣプラント班へプラント操作の予告

や実施状況を適切なタイミングで情報共

有しており，改善は有効であった。 

関連項目： 

７．防災訓練の結果及び評価  

訓練目的に対する評価 
【原子力本部・本店】(3) 
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№ 前回の総合訓練において抽出した 

問題点・原因 
今回の総合訓練における取組み状況 

② [問題点] 

通報文の記載において，以下のとおり一

部必要情報を把握しづらい箇所があっ

た。 

ａ．原災法第 10 条通報様式の「その他

特定事象の把握に参考となる情報」欄

には，「別紙参照」と記載し，別紙に

て事象発生以降の全ての時系列情報に

新たな情報を追記する形で記載してい

たが，必要情報が把握しづらかった。

また，本紙と別紙の２枚でＦＡＸ送受

信するため，速達性の観点から改善の

余地があった。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式の「発生事

象と対応の概要」欄は，前回報告事項

や第 10 条事象発生以前の情報が全て

列記されており，必要情報を把握しづ

らかった。 

ｃ．応急措置の報告に時間を要している

と捉えられる場面があった。 

 

[課題] 

ａ．原災法第 10 条通報様式は，発生し

た特定事象の判断根拠となる情報（必

要情報）が把握しやすいように記載す

る必要がある。また，ＦＡＸ送受信に

要する時間は，最短時間とする必要が

ある。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式は，新規の

報告内容が把握しやすいように記載す

る必要がある。 

ｃ．応急措置の報告は，発生した特定事

象に対して直ちに措置を講じて，速や

かに報告する必要がある。 

 

[改善] 

ａ．原災法第 10 条通報様式には，発生

した特定事象の判断根拠となる情報

（必要情報）のみ記載し，速やかに通

報する。また，極力１枚の通報文にま

とめて通報することとし，その旨マ

ニュアルに明記した。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式には，新規

の報告内容及び前回最終報告の内容１

行程度を記載することとし，その旨マ

ニュアルに明記した。 

ｃ．原災法第 25 条報告様式を用いた応

急措置の報告は，発電所本部で戦略立

案，準備開始，準備完了の情報が共有

されてから 30 分以内を目途に行うこ

ととし，その旨マニュアルに明記し

た。 

 

[結果] 

ａ．原災法第 10 条通報は，特定事象の

判断根拠となる情報のみ記載し極力１

枚にまとめて作成するとともに速やか

に通報することができていた。 

ｂ．原災法第 25 条報告は，新規の報告

内容及び前回最終報告の内容１行程度

を記載することができていた。 

ｃ．原災法第 25 条報告は，戦略立案，

準備開始，準備完了の情報共有後 30

分以内に作成・報告することができて

いた。 

 

[評価] 

通報連絡に係る手順に基づき，必要情報

の把握，速達性の観点で通報文が作成で

きていたことから，改善は有効であっ

た。 関連項目： 

７．防災訓練の結果及び評価  

訓練目的に対する評価 

【志賀原子力発電所】(2) 
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№ 前回の総合訓練において抽出した 

問題点・原因 
今回の総合訓練における取組み状況 

 [原因] 

ａ．原災法第 10 条通報様式には，発生

した特定事象の判断根拠となる情報

（必要情報）に加え，補足情報等も極

力記載する方がよいと考えていた。ま

た，通報文の作成時間短縮のため，本

紙と別紙の作成者を各々配置し，都度

２枚の通報文を作成する運用としてい

たが，通報文のＦＡＸ送受信に時間が

かかることまで考慮できていなかっ

た。 

ｂ．原災法第 25 条報告様式には，事象

の全体像（一連の流れ）を把握する観

点から，前回報告の情報も記載する方

がよいと考えていた。 

ｃ．原災法第 25 条報告様式を用いた応

急措置の報告は，速やかに実施するこ

とを意識してはいたが，戦略立案，準

備開始，準備完了のどの時点で報告す

るのか明確にしていなかった。 
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９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

 (1) 今回の総合訓練において抽出した主な改善点 

ａ．ＥＲＣ対応の改善 

（問 題 点）  ＥＲＣ対応ブースは，発電所から入手した１号機の使用

済燃料貯蔵プールのスロッシング情報をＥＲＣに説明し

た。その後，２号機も使用済燃料貯蔵プールのスロッシ

ングが発生していることが判明したため，２号機，１号

機の順でスロッシングによる水位の低下状況，ＥＡＬ判

断時刻を説明した。結果として，１号機の情報なのか，

２号機の情報なのか分かりづらい説明となった。 

（課   題）  １，２号機の類似事象（例えば使用済燃料貯蔵プールの

スロッシング発生状況など）を説明する際に１号機の情

報なのか，２号機の情報なのか分かり易く説明する必要

がある。 

（原   因）(a) １，２号機の使用済燃料貯蔵プールのスロッシングに係

る発電所からの情報が続けてＥＲＣ対応ブースに入って

きたことから，類似する内容を続けてＥＲＣに説明する

状況となった。 

(b) ＥＲＣ説明資料に１，２号機の表示はあるものの，１，  

２号機どちらの情報か視覚的に把握しづらいものであっ

た。 

（対   策）(a) 地震による使用済燃料貯蔵プールのスロッシング事象な

どは，１，２号機で同時に輻輳して情報が入ることを念

頭に，情報を整理して丁寧に説明するよう社内マニュア

ルに反映するとともに訓練を通じて習熟を図る。 

(b) ＥＲＣ説明資料については，１，２号機どちらの情報か 

明確に識別できるよう色分けし，資料の視認性向上を図

る。 

＜「７．防災訓練の結果及び評価  

その他各訓練項目における評価【原子力本部・本店】(1)」 参照＞ 
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ｂ．発電所本部発話による情報共有 

（問 題 点） サイフォン効果による使用済燃料貯蔵プール水位低下事象

に対して，サイフォン破壊に係る現場作業は高線量下での

作業となる。作業する要員の安全管理の観点から，作業開

始タイミング等は発電所本部の本部卓にてその報告をすべ

きであったが，作業完了直前で報告がなされた。 

また，作業完了後の要員の被ばく状況についても同様に報

告すべきであったが，本部卓での発話はなかった。 

（課   題） 発電所本部要員が本部卓で発話する際は，必要な情報を漏

れなく報告する必要がある。 

（原   因） 発電所本部要員が本部卓で発話する内容は，発電所本部内

の情報共有だけでなく，社内ＴＶ会議を経由して社内外へ

伝達される情報源でもあるため，プラントの被害状況や発

電所の要員の安全管理に係る情報など社内及びＥＲＣが求

める重要な情報を意識して発話する必要があるが，その内

容が十分に精査されていなかった。 

（対   策） 発電所本部要員が本部卓で発話すべき事項について検討 

し，社内マニュアルに反映するとともに訓練を通じて習熟

を図る。 

＜「７．防災訓練の結果及び評価  

その他各訓練項目における評価【志賀原子力発電所】(1)」 参照＞ 

 

 (2) 今後に向けた取り組み 

今回の訓練では，支障なく社内外へ発電所の状況を情報共有できた。 

発電所では，設備被害状況，プラントパラメータ，復旧状況等を基にＣＯＰを

迅速に作成し，事象の進展予測及びこれを踏まえた事故収束に向けた対応戦略を

発電所本部席にて共有していた。また，これらの情報は社内ＴＶ会議や，情報共

有システム等を通じて即応センターと不足や遅れなく共有していた。 

一方，即応センターでは，ＥＲＣ対応ブースの仕切役が発電所から入手した情

報を整理し，メインスピーカーがＥＲＣ側にとって情報を理解しやすくなるよう

説明方法に配慮することで，ＥＲＣと支障なく情報共有していた。 

上記のとおり，情報共有に係る体制・運用については，これまでの訓練を通し

て一定の成果が得られている。今後は，少人数での対応や役割分担の変更などに

対して柔軟に対応できるよう，技術伝承による要員の養成を図るとともに，訓練

を通じて習熟を図っていく。また，他社の良好事例の取り入れや訓練を通じた

日々の改善を継続的に行い，より一層の緊急時対応能力の向上に取り組む。 

以 上 



1 

 

別紙２ 

防災訓練の結果の概要[要素訓練] 

(原子力事業所災害対策支援拠点訓練) 

 

 本訓練は，「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」第２章 第７節に基

づき実施した要素訓練である。 

 

１．防災訓練の目的 

原子力事業所災害対策支援拠点（以下「支援拠点」という。）に係る対応の習

熟及び昨年度訓練の改善対応を目的として，通信設備設営訓練を実施した。 

 

２．防災訓練実施年月日及び対象施設 

(1) 実施年月日 

2021 年１月 21 日（木）10:00 ～ 16:00 

(2) 対象施設 

七尾大田火力発電所運動公園，原子力施設事態即応センター 

 

３．実施体制，評価体制及び参加人数 

(1) 実施体制 

支援拠点運営に係る原子力班員にて，訓練を実施した。 

(2) 評価体制 

訓練参加者以外の社内評価者にて評価を実施するとともに，訓練終了後の反

省会より，改善点を抽出した。 

(3) 参加人数 

プレーヤ：８名 

コントローラ・社内評価者：１名 

 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

原子炉注水機能の喪失により原子力災害対策特別措置法第 15 条事象に至る事

象を想定。その後，警戒区域を設定したという想定で，原子力班のうち支援拠点

派遣要員にて支援拠点設営訓練を行う。 

 

５．防災訓練の項目 

要素訓練 
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６．防災訓練の内容 

支援拠点の運用マニュアルに従い，通信設備の設置，起動及び通信操作を実施

し，原子力施設事態即応センターとの連携に使用する通信機器の健全性を確認

する。 

上記訓練は「その他必要と認める訓練」として実施した。 

 

７．防災訓練の評価 

訓練目的に対する評価 

通信設備の設置は運用マニュアルに従って行われ，原子力施設事態即応セ

ンター設置の通信機器との通信連絡が取れていた。また，昨年度訓練の反省事

項である支援拠点内の距離が離れた作業箇所間（汚染検査エリア・除染エリア

と連絡員詰所）での情報伝達を行った際に，予想外に時間を要した件に関して

は，トランシーバーを用いることにより遅滞なく情報伝達ができており，前回

訓練時の改善点に対する取組みが有効であったものと評価する。 

＜「８．前回訓練時の改善点への取組み」参照＞ 
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８．前回訓練時の改善点への取組み 

前回の要素訓練（2020 年１月 24 日，27 日）において抽出された改善点に対す

る今回の要素訓練（2021 年１月 21 日）での取り組み状況は以下のとおり。有効

に機能することを確認した。 

前回の要素訓練において抽出した 

問題点・原因 

今回の要素訓練における 

取組み状況 

[問題点] 

支援拠点内の距離が離れた作業箇所間

（汚染検査エリア・除染エリアと連絡員

詰所）での情報伝達を行った際に，予想

外に時間を要した。 

 

[課題] 

適時，情報伝達を迅速に行うことができ

る態勢を構築する必要がある。 

 

[原因] 

・適時，情報伝達を迅速に行うことがで

きる態勢を構築する必要がある。 

・作業箇所間の連絡手段として人を遣わ

せて情報伝達を行った。 

・過去の訓練では作業箇所毎に別の日に

要素訓練をしていたため，情報伝達の

必要性に気付かなかった。 

・支援拠点内の連絡用通信機器の必要性

を認識できず，準備していなかった。 

 

 

 

 

[改善] 

・人を遣わせなくても良いように，支

援拠点内で使用する連絡用通信機

器としてトランシーバーを配備し

た。 

・情報伝達に係る運用をマニュアルに

定め，配備したトランシーバーを用

いた情報伝達訓練を行った。 

 

[結果] 

トランシーバーを用いることにより，

汚染検査エリア・除染エリアと連絡員

詰所間への情報伝達が移動を伴わず

に可能となった。 

 

[評価] 

支援拠点内の距離が離れた作業箇所

間で遅滞なく情報伝達が可能となり，

改善は有効であったことから，トラン

シーバーを原子力事業者防災業務計

画の「原子力防災資機材以外の資機

材」に反映する。 

 

９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

今回の訓練では，改善点はなかった。 

以 上 

関連項目： 

７．防災訓練の結果及び評価 

訓練目的に対する評価 
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別紙３ 

防災訓練の結果の概要[要素訓練] 

(現場実動訓練・新規制基準未適合炉訓練) 

 

 本訓練は，「志賀原子力発電所 原子力事業者防災業務計画」第２章 第７節に基

づき実施した要素訓練である。 

 

１．防災訓練の目的 

  現状のプラント状態（１，２号機長期停止中）において，原子力災害に至る可

能性がある使用済燃料貯蔵プール（以下「ＳＦＰ」という。）水位低下事象に対

し，本部と現場間の連携を含め実動で対応することにより，原子力防災組織の技

能向上及び緊急時対応業務の習熟を図ることを目的とする。 

  また，昨年度の訓練で抽出した課題に対する改善対応の検証を行う。なお，原

子力規制庁『令和２年度評価指標（実用発電用原子炉）』における「指標７．現

場実動訓練の実施」の位置付けとして実施し，他電力に当社の対応を評価しても

らい，当社の手順・運用に改善事項等を反映することで現場対応力向上に資する

こととする。 

 

２．防災訓練実施年月日及び対象施設 

 (1) 実施年月日 

   2020 年 10 月 28 日（水）13:10 ～ 15:20 

 (2) 対象施設 

   志賀原子力発電所 １，２号機（新規制基準未適合炉） 

 

３．実施体制，評価体制及び参加人数 

 (1) 実施体制 

   志賀原子力発電所（発電所本部要員及び現場要員）並びに原子力施設事態即

応センターにて訓練を実施した。 

 (2) 評価体制 

  ａ．社内評価 

    プレーヤ以外の者から評価者を選任して評価を実施するとともに，訓練

終了後の反省会より改善点を抽出した。 

  ｂ．社外評価（他の原子力事業者） 

    訓練観察チェックシートを用いて，第三者目線で活動観察を実施し改善

点を抽出した。 
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 (3) 参加人数 

  ＜プレーヤ＞ 

   113 名（内，協力会社６名） 

  ＜コントローラ＞ 

   15 名（内２名は社内評価者を兼務） 

  ＜評価者＞ 

   ８名（内，社外評価者４名） 

 

４．防災訓練のために想定した原子力災害の概要 

  地震により１，２号機全交流動力電源が喪失するとともに，１号機ＳＦＰの水

位低下事象が発生し，原子力災害対策特別措置法（以下「原災法」という。）第

15 条事象に至る原子力災害を想定した。 

 

５．防災訓練の項目 

  要素訓練 

 

６．防災訓練の内容 

  １号機ＳＦＰの水位低下事象に対して，発電所本部の指示のもと，淡水貯水槽

から消防車を用いてＳＦＰへ送水を行う対応を実動にて実施した。 

  また，現場の対応状況については発電所本部と情報連携するとともに，社内Ｔ

Ｖ会議システム等を通じて原子力施設事態即応センターへ共有した。 

  上記訓練は「その他必要と認める訓練」として実施した。 

 

７．防災訓練の評価 

  訓練目的に対する評価 

上記訓練想定において，原子力防災組織が連携し，指揮・命令系統に従った情

報共有，安全確認・作業方針の決定，消防車による淡水貯水槽から１号機ＳＦＰ

への送水を実施できたことから，原子力防災組織の技能向上及び緊急時対応業

務の習熟が図られたものと評価する。 

・発電所本部は，志賀原子力発電所原子力事業者防災業務計画，緊急時対応に

かかる手順等に基づきＥＡＬ判断，防災体制の発令を行い，１号機ＳＦＰの

水位低下状況の把握，現場への作業指示・作業状況の把握等の活動ができて

いた。 

・緊急時即応班は，発電所本部と情報連携し，原災法第 15 条事象に至る前に

消防車による１号機ＳＦＰ送水に係る一連の対応を実施できていた。 
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・上述のとおり，１号機ＳＦＰの水位低下事象に対し，発電所本部と現場間の

連携は概ね実施できていた。但し，一部の情報共有内容に過不足が見受けら

れたことから，これらを改善点として抽出した。 

＜「９．今後の原子力災害対策に向けた改善点」参照＞ 

  また，昨年度の訓練で抽出した課題に対しては，それぞれの改善対応が有効に

機能しており，支障無く作業ができていたことから，昨年度の訓練で抽出した課

題に対する取組みが有効であったものと評価する。 

＜「８．前回訓練時の改善点への取組み」参照＞ 

 

８．前回訓練時の改善点への取組み 

  前回の要素訓練（2019 年 11 月 20 日）において抽出された改善点に対する，

今回の要素訓練（2020 年 10 月 28 日）への取組み状況は、以下のとおり。 

No. 前回の要素訓練において抽出した 

問題点・原因 

今回の要素訓練における 

取組み状況 

① [問題点] 

ＳＦＰのフェンスを乗り越えて注

水するために，Ω型の給水管をフ

ェンスに掛け，固縛する方法とし

ていたが，固縛作業が速やかに実

施できなかった。 

 

[課題] 

Ω型の給水管をフェンスへ速やか

に固縛できるようにする必要があ

る。 

 

[原因] 

放射線防護指示により綿手袋の上

にゴム手袋を２重に装着した状態

で，ラッシングベルトの金具の小

さな隙間にベルトを通す作業を速

やかに行うことが困難であった。 

 

 

 

 

[改善] 

当該給水管は固縛せず SFP フェン

スに引っ掛けるだけで使用できる

ことを確認したため，その方法で

設置することを手順書に反映し

た。 

 

[結果] 

手順書に基づき速やかに給水管を

設置することができていた。 

 

[評価] 

給水管の設置を速やかに実施でき

ていたことから，改善内容は有効

であった。 
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No. 前回の要素訓練において抽出した 

問題点・原因 

今回の要素訓練における 

取組み状況 

② [問題点] 

現場から本部への通信手段として

ＰＨＳを用いていたが，屋外エリ

アで通信が不安定となる場所があ

り，現場管理者が通信可能なエリ

アまで移動する必要があった。こ

れにより，現場の状況把握が困難

になった結果，本部への連絡が円

滑にできなくなった。 

 

[課題] 

現場から本部への通信手段は，突

然通信が不安定となる不測の事態

も考慮した上で，必ず連絡可能な

通信機器を少なくとも一つ確保す

る必要がある。 

 

[原因] 

ａ．ＰＨＳの通話可能エリアを把

握していなかった。（当該エリア

はパトロール等の日常業務でＰ

ＨＳ使用可能エリアと認識して

いたが，局所的に電波が弱くな

る箇所が存在していることを把

握していなかった。） 

ｂ．通信が困難になった際の代替

手段を選択していなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

[改善] 

ａ．電波強度が強いエリアで通信

できるよう，PHS 基地局マップを

整備した。 

ｂ．通信状態の悪化を想定し，使用

場所等に応じて適切な通信手段

を選択（２つ以上）することを手

順書に反映した。 

 

[結果] 

ＰＨＳ基地局マップを現場へ向か

う前に周知しており，あらかじめ

電波強度が弱いエリアを把握でき

ていた。また，通信不良のマルファ

ンクションに対し，代替通信手段

への切替えがスムーズに実施でき

ていた。 

 

[評価] 

発電所本部への連絡を支障なく実

施できていたことから，改善内容

は有効であった。 
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No. 前回の要素訓練において抽出した 

問題点・原因 

今回の要素訓練における 

取組み状況 

③ [問題点] 

班員全員が手順書を携帯していた

が，電力管理員，リーダー，サブ

リーダー以外の班員は手順書を作

業服のポケットにしまっており，

その状態のまま放射線防護指示に

従い放射線防護服を装着したた

め，それ以降手順書を見ることが

できない状態となった。 

 

[課題] 

放射線防護服装着時においても必

要時に手順書を容易に取り出せる

ようにする必要がある。 

 

[原因] 

電力管理員，リーダー，サブリー

ダーは手順書を肩掛けのバインダ

ーで携帯していたが，その他の要

員は放射線防護服装着時でも手順

書を確認できるツールを所持して

いなかった。 

[改善] 

ポケット付きベスト（放射線防護

装備の上から着用）を配備した。 

 

[結果] 

放射線防護装備の上から着用した

ベストにより，手順書を確認でき

る状態で対応できていた。 

 

[評価] 

常に手順書を確認できる状態で作

業できていたことから，改善内容

は有効であった。 
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９．今後の原子力災害対策に向けた改善点 

  今回の訓練において抽出した主な改善点は以下のとおり。 

  （問 題 点） 以下のとおり発電所本部要員と現場要員間の情報共有内容

に関して過不足が見受けられた。 

         ａ．プラント状態に大きな変化が生じた時など，現場要員が

知るべき情報が本部要員から現場要員に対して十分に共有

されていない場合があった。 

         ｂ．現場にいる放射線管理員の指示に従って開始してもよい

作業でも，現場要員は本部要員から放射線防護指示の連絡

を直接受けるまで作業を中断していた。 

  （課   題） 現場作業の迅速性，安全性の観点で必要な情報を共有する

必要がある。 

  （原   因）ａ．本部要員は，現場要員が現場での対応に集中するため，

本来は共有すべきプラント情報であっても，現場作業をデ

ィスターブすることを懸念して共有を行っていなかった。 

         ｂ．現場での作業は，原則本部からの指示・連絡を受けてか

ら作業を行うべきと考えていた。 

  （対   策） 現場作業の迅速性，安全性の観点から，本部要員と現場要員

間で必要な情報共有の在り方について検討し，改善を図る。 

＜「７．防災訓練の評価」参照＞ 

 

以 上 


